
 

 
 

 
  

 

 

2020 年４月 10 日 

 

 

各  位 

会 社 名 株 式 会 社 ク ラ ウ ド ワ ー ク ス 

住 所 東 京 都 渋 谷 区 恵 比 寿 

四 丁 目 2 0 番 ３ 号 

代 表 者 名 代表取締役社長 吉 田 浩 一 郎 

（コード番号：3900 東証マザーズ） 

問い合わせ先 取 締 役 野 村 真 一 

TEL. 03-6450-2926 

 

 

完全子会社（株式会社ブレーンパートナー）の吸収合併（簡易合併・略式合併） 

に関するお知らせ 

 

 
当社は 2020 年３月 31 日開催の取締役会において、2020 年６月１日を効力発生日として、当社の完全子

会社である株式会社ブレーンパートナーを吸収合併することを決議いたしましたので、下記の通りお知

らせいたします。 

なお、本合併は完全子会社を対象とする簡易吸収合併のため、開示事項・内容を一部省略して開示して

おります。 

 

 

記 

１．合併の目的 

当社は 2020 年９月期の経営方針に基づき、コア事業であるマッチング事業の成長に集中するべく、

事業シナジーの強化及び経営効率の改善を目的として、当社 100％出資子会社である株式会社ブレーン

パートナーを吸収合併することといたしました。 

 

２．合併の要旨 

（１）合併の日程 

合併決議取締役会日 2020 年３月 31 日 

合併契約締結日  2020 年３月 31 日 

合併予定日（効力発生日） 2020 年６月１日（予定） 

※本合併は当社においては会社法第 796 条２項に定める簡易合併であり、株式会社ブレーン

パートナーにおいては会社法第 784 条１項に定める略式合併であるため、いずれも株主総会

の承認を得ることなく合併いたします。 

 

（２）合併方式 

当社を吸収合併存続会社、株式会社ブレーンパートナーを吸収合併消滅会社とする吸収合併方

式で、株式会社ブレーンパートナーは効力発生日をもって解散いたします。 

 

（３）合併に係る割当の内容 

当社完全子会社の吸収合併であるため、本合併による新株式の発行及び金銭等の交付は行いま

せん。 

 

（４）消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

該当事項はありません。 

 

 

 



 

 
 

３．合併当事会社の概要 
 吸収合併存続会社 吸収合併消滅会社 

(1) 名 称 株式会社クラウドワークス 株式会社ブレーンパートナー 

(2) 所 在 地 東京都渋谷区恵比寿四丁目 20番３号 東京都渋谷区恵比寿四丁目 20番３号 

(3) 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 吉田 浩一郎 代表取締役社長 佐藤 千里 

(4) 事 業 内 容 クラウドソーシング事業 人材マッチング事業 

(5) 資 本 金 26 億 8,721 万円 5,000 万円 

(6) 設 立 年 月 日 2011 年 11 月 11 日 2018 年１月４日 

(7) 発 行 済 株 式 数 15,210,160 株 5,000 株 

(8) 決 算 期 ９月 30 日 ９月 30 日 

(9) 大株主及び株主比率 吉田 浩一郎        27.07% 

株式会社サイバーエージェント 9.95% 

THE BANK OF NEWYORK MELLON 140051 

6.14% 

NORTHERN TRUST CO.(AVFC) RE IEDU UCITS 

CLIENTS NON LENDING 15 PCT TREATY 

ACCOUNT                      4.18% 

資産管理サービス信託銀行株式会社

3.68% 

(2019 年 9 月 30 日時点) 

株式会社クラウドワークス 100.00％ 

(10) 直前事業年度の財政状態及び経営成績 

決 算 期 2019 年９月期（連結） 2019 年９月期（単体） 

純 資 産 3,245 百万円 23 百万円 

総 資 産 6,328 百万円 32 百万円 

一 株 当 た り 純 資 産 209.51 円 4705.94 円 

売 上 高 8,749 百万円 64 百万円 

営 業 利 益 48 百万円 △9 百万円 

経 常 利 益 67 百万円 △10 百万円 

親会社株主に帰属する 

当 期 純 利 益 

△127 百万円 △8 百万円 

一株当たり当期純利益 △8.63 円 △1787.72 円 

（注）持株比率は、発行済株式総数から自己株式数を控除して計算しております。 

 

４．合併後の状況 

本合併による当社の名称、事業内容、本店所在地、代表者、資本金及び決算期に変更はありません。  

 

５．業績に与える影響 

本合併は、当社の完全子会社との合併であるため、連結業績への影響は軽微であります。 

以 上 


